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連結株主資本等変動計算書
（平成29年４月１日から）平成30年３月31日まで

　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 1,207,795 1,820,447 14,363,760 △509,082 16,882,919
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － △277,021 － △277,021
親会社株主に帰属する当期純利益 － － 1,747,030 － 1,747,030
自 己 株 式 の 取 得 － － － △124 △124
連結子会社の自己株式の取得による持分の増減 － 144 － － 144
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － 144 1,470,009 △124 1,470,028
当 期 末 残 高 1,207,795 1,820,591 15,833,769 △509,207 18,352,948
　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 307,900 △11,127 △312,234 286,781 △47,795 223,524
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － － － －
親会社株主に帰属する当期純利益 － － － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －
連結子会社の自己株式の取得による持分の増減 － － － － － －
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 171,196 △4,505 － 66,408 115,939 349,038

連結会計年度中の変動額合計 171,196 △4,505 － 66,408 115,939 349,038
当 期 末 残 高 479,096 △15,633 △312,234 353,189 68,143 572,562
　

非 支 配 株 主 持 分 純 資 産 合 計
千円 千円

当 期 首 残 高 2,470,934 19,577,378
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － △277,021
親会社株主に帰属する当期純利益 － 1,747,030
自 己 株 式 の 取 得 － △124
連結子会社の自己株式の取得による持分の増減 － 144
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 294,080 643,118

連結会計年度中の変動額合計 294,080 2,113,147
当 期 末 残 高 2,765,014 21,690,525
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連 結 注 記 表
　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び名称
連結子会社の数 ８社
連結子会社の名称
（国内）テクノクオーツ株式会社、株式会社グロース、
　 ジーエルソリューションズ株式会社、株式会社フロム
（国外）GL Sciences B.V.、杭州泰谷諾石英有限公司、
　 GL Sciences, Inc.、GL TECHNO America,Inc.
なお、第１四半期連結会計期間において、当社は株式会社ＦＬホールディングスの全株
式を取得したことに伴い、同社及びその100%子会社である株式会社フロムを連結の範囲
に含めておりましたが、第３四半期連結会計期間において、同２社は株式会社フロムを存
続会社として合併したため、株式会社ＦＬホールディングスは消滅し連結の範囲から除外
しております。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 １社
主要な会社等の名称
島津技迩（上海）商貿有限公司

（2）持分法を適用しない関連会社の名称
株式会社京都モノテック
持分法を適用しない理由
　持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ
全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

（3）関連会社の事業年度等に関する事項
関連会社のうち、島津技迩（上海）商貿有限公司の決算日は、12月31日であります。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、杭州泰谷諾石英有限公司の決算日は、12月31日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生
じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法
時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品・原材料及び貯蔵品…移動平均法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
製 品 及 び 仕 掛 品…個別法又は総平均法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しておりま
す。
　ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備
を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～15年
その他 ２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　ソフトウエアのうち自社利用分については、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法、販売目的分については、見込販売数量に基づく償却額と見込販売可能期間（３
年）に基づく定額法のいずれか大きい額を償却する方法によっております。
③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。
② 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担分を計上し
ております。
③ 役員退職慰労引当金
　役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
a 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
b 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理しております。
　過去勤務費用については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（３年）による定額法により費用処理しております。
c 小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。

② 重要なヘッジ会計の方法
a ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。
b ヘッジ対象とヘッジ手段
　外貨建取引をヘッジ対象とし、為替予約をヘッジ手段としております。
c ヘッジ方針
　ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象とし、投機的な手段としては行ってお
りません。

③ 消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 10,932,150千円
2. 土地の再評価
　当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号 最終改正 平
成13年６月29日）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を行っておりま
す。
　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11
年３月31日公布法律第24号）に基づき、再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除し
た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４
号に定める、地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計
算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
定した価額に合理的な調整を行って算定する方法
再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △319,033千円

3. 担保資産及び対応債務
担保資産
建物及び構築物 1,514,919千円
土地 2,173,981
投資有価証券 90,402

計 3,779,302千円
※上記の他、テクノクオーツ株式会社の株式2,000株を担保提供しております。

　

担保資産に対応する債務
短期借入金 642,214千円
長期借入金 240,498

計 882,712千円
　

4. 過年度において、国庫補助金等の受入により土地の取得価額から控除している圧縮記帳額
は、300,000千円であります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

　

株式の種類 当連結会計年度期首 当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数 当連結会計年度末

普通株式（千株） 11,190 － － 11,190
　
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年
６月22日
定時株主総会

普通株式 277,021 27 平成29年
３月31日

平成29年
６月23日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
決 議 株式の種類 配当金の総額

（千円） 配当の原資 １株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成30年
６月22日
定時株主総会

普通株式 307,799 利益剰余金 30 平成30年
３月31日

平成30年
６月25日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定しており、資金調達
については主に銀行借入によっております。また、デリバティブについては、後述するリ
スクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、当社グループの社内規程に従い、取引先ごとに信用限度額を定め、適切
な期日管理及び残高管理をするとともに、適宜、信用状況のモニタリングを行っておりま
す。
　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務
上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握し社内規程に則り適正に評価・
管理しております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設
備投資に係る資金調達であります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引を
目的とした先物為替予約取引であります。
　なお、社内規程において取引の状況を定期的に担当役員に報告する旨規定しており、ま
た、信用リスクを軽減するために、信用度の高い国内の銀行とのみ取引を行っております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「2．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につ
いては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら
の差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる
ものは、次表には含まれていません（（注2）参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 4,970,269 4,970,269 －
（2）受取手形及び売掛金 7,929,919 7,929,919 －
（3）投資有価証券
　 その他有価証券 1,451,145 1,451,145 －
（4）支払手形及び買掛金（*1） （2,962,669） （2,962,669） －
（5）短期借入金（*1） （1,520,575） （1,520,575） －
（6）長期借入金（*1） （914,381） （914,140） △241
デリバティブ取引（*2）
　ヘッジ会計が適用されているもの （23,511） （23,511） －

　

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、（ ）で示しています。
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。
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（3）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。
　その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は 82,685千円であり、売却益の合計額は 42,204千円であ
ります。また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこ
れらの差額については、次のとおりであります。

種類
取得原価又
は償却原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得価額又は償却原価を
超えるもの

（1）株式 697,295 1,355,878 658,582
（2）債券 － － －
（3）その他 19,611 20,118 506

小計 716,907 1,375,996 659,088

連結貸借対照表計上額が
取得価額又は償却原価を
超えないもの

（1）株式 54,281 47,080 △7,201
（2）債券 － － －
（3）その他 28,187 28,069 △117

小計 82,468 75,149 △7,319
合計 799,376 1,451,145 651,769

　

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

（6）長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。
　
デリバティブ取引

　

　ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計
の方法 種類 主なヘッジ

対象
契約額
（千円）

契約額のうち
1年超（千円）

時価
（千円）

繰延ヘッジ処理
為替予約取引
　買建
　 米ドル

買掛金 368,094 194,910 △23,511
　

（注）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月28日 22時36分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式 60
　

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、
「（3）その他有価証券」には含めておりません。

（注3）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年内
（千円）

１年超５年内
（千円）

５年超10年内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,959,945 － － －
受取手形及び売掛金 7,929,919 － － －

合計 12,889,865 － － －
　

（注4）長期借入金の連結決算日後の返済予定額
1年超2年内
（千円）

2年超3年内
（千円）

3年超4年内
（千円）

4年超5年内
（千円）

長期借入金 286,778 222,659 142,910 82,660
合計 286,778 222,659 142,910 82,660

（１株当たり情報に関する注記）
　1. １株当たり純資産額 1,844円60銭
　2. １株当たり当期純利益 170円28銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
　
記載金額は、表示単位未満の金額を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成29年４月１日から）平成30年３月31日まで

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － －
特別償却準備金の取崩 － － － －
当 期 純 利 益 － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － －
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） － － － －
事業年度中の変動額合計 － － － －
当 期 末 残 高 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計圧縮記帳
積 立 金 別途積立金 特別償却

準 備 金
繰越利益
剰 余 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 162,748 121,387 7,586,000 13,459 2,377,002 10,260,597
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － － △277,021 △277,021
特別償却準備金の取崩 － － － △6,048 6,048 －
当 期 純 利 益 － － － － 1,050,855 1,050,855
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） － － － － － －
事業年度中の変動額合計 － － － △6,048 779,883 773,834
当 期 末 残 高 162,748 121,387 7,586,000 7,410 3,156,885 11,034,432
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株 主 資 本
自己株式 株主資本合計

千円 千円
当 期 首 残 高 △509,082 12,779,021
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － △277,021
特別償却準備金の取崩 － －
当 期 純 利 益 － 1,050,855
自 己 株 式 の 取 得 △124 △124
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） － －
事業年度中の変動額合計 △124 773,709
当 期 末 残 高 △509,207 13,552,731
　
　

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 289,967 △11,127 △312,234 △33,394 12,745,627
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － － △277,021
特別償却準備金の取崩 － － － － －
当 期 純 利 益 － － － － 1,050,855
自 己 株 式 の 取 得 － － － － △124
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 185,277 △4,505 － 180,771 180,771
事業年度中の変動額合計 185,277 △4,505 － 180,771 954,481
当 期 末 残 高 475,245 △15,633 △312,234 147,377 13,700,108
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの……決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法
（2）デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法
　時価法

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品・原材料及び貯蔵品…移動平均法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
製 品 及 び 仕 掛 品…個別法又は総平均法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物 （附属設備を除く）並びに平成28年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ３～50年
構築物 ７～40年
機械及び装置 ２～７年
工具、器具及び備品 ２～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　ソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

（2）賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担分を計上しております。

（3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
a 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。
b 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費
用処理しております。
　過去勤務費用については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（３年）による定額法により費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連
結貸借対照表と異なります。

（4）役員退職慰労引当金
　役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。

4. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ対象とヘッジ手段
　外貨建取引をヘッジ対象とし、為替予約をヘッジ手段としております。

（3）ヘッジ方針
　ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象とし、投機的な手段としては行っており
ません。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,193,605千円
2. 関係会社に対する短期金銭債権 110,946千円
　 関係会社に対する短期金銭債務 35,623千円
　 関係会社に対する長期金銭債務 120千円
3. 土地の再評価
　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号 最終改正 平成13年
６月29日）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。
　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成
11年３月31日公布法律第24号）に基づき、再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を
控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
　再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第
４号に定める、地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格
の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法
再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △319,033千円

4. 担保資産及び対応債務
担保資産
建物 542,010千円
土地 1,078,118
投資有価証券 90,402
関係会社株式 2,427

計 1,712,958千円
　
担保資産に対応する債務
短期借入金 231,000千円
一年内返済予定の長期借入金 101,600
長期借入金 32,700

計 365,300千円
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（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 962,229千円
仕入高 251,790千円
その他 3,942千円
営業取引以外の取引高 11,046千円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
　当事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 930,026株
　
（税効果会計に関する注記）
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
土地再評価差額金（損） 162,921千円
関係会社株式評価損 123,312
賞与引当金 120,207
退職給付引当金 56,410
投資有価証券評価損 30,861
未払事業税 17,776
未払社会保険料 17,958
たな卸資産評価損 11,827
その他 45,816
繰延税金資産小計 587,093千円
評価性引当額 △333,596
繰延税金資産合計 253,496千円
繰延税金負債
土地再評価差額金（益） 97,024千円
その他有価証券評価差額金 171,346
土地圧縮積立金（益） 53,572
その他 3,270
繰延税金負債合計 325,214千円
繰延税金負債純額 △71,717千円
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（１株当たり情報に関する注記）
　1. １株当たり純資産額 1,335円30銭
　2. １株当たり当期純利益 102円42銭
　
（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
　

記載金額は、表示単位未満の金額を切り捨てて表示しております。
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